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実質的存続性の喪失に係る猶予期間入りに関するお知らせ 

 

 

 今般、平成 26 年２月 25 日付で、株式会社名古屋証券取引所より、当社が実質的な存続会社では

ないと認められるため、当社株式が株券上場廃止基準第２条の２第１項第５号の規定で準用する同

基準第２条第１項第９号ａの規定により、「合併等による実質的存続性の喪失」に係る猶予期間に

入る旨が公表されましたので、お知らせいたします。 

 

記 

株式会社名古屋証券取引所からの公表内容は以下のとおりです。 

１ 猶予期間 

 平成 26 年２月 25 日（火）から平成 29 年３月 31 日（金） 

２ 理由    

当社は、平成 26 年２月 19 日に、当社の代表取締役（以下「新任代表取締役」という。）が投資

持株会社を買収したことにより、当該被買収会社が当社の連結子会社となる旨を開示していますが、

その開示では、当該被買収会社の有する完全子会社の総資産規模及び売上高実績は、当社の直前期

及び現状の連結総資産規模及び連結売上高実績を大幅に上回っており、その事業内容も当社の事業

内容とは異なるものとなっています。 

なお、当社の当該新任代表取締役は、平成 25 年４月９日付で当社の主要株主である筆頭株主と

なり、同年７月 12 日付で代表取締役に就任し、当社の役員構成は、当該新任代表取締役及び創業

者である元々の代表取締役の２名体制に変更されました。 

その後、当社においては、当該新任代表取締役の不動産事業における経験や人脈を活用して新た

に不動産事業への取組みを開始し、当社の直前期及び現状の資産規模及び経営成績を大幅に上回る

不動産売買契約を締結した旨（平成 25 年 10 月 22 日付「不動産の取得にかかる重要な契約締結に

ついてのお知らせ」において、55 物件で総額 3,800 百万円（後に 3,400 百万円に変更）の不動産

売買契約を締結し順次取得していくこと、及び同年 12 月 27 日付「不動産売買契約締結に関するお

知らせ」において当該不動産のうちの 20 物件を 2,100 百万円で販売すること）を開示しています。 

また、今後は当該新任代表取締役が中心となる不動産分野での売上に経営資源の比重が移行する

として、平成 26 年４月１日付で当社の商号を当該新任代表取締役が別に代表取締役を務める会社

と同一の商号に変更すること及び当社の子会社の商号も同様に変更することを臨時株主総会に付

議する旨を開示しており、加えて、本日付で当社の創業者である代表取締役が代表を辞任し、当社

の代表は当該新任代表取締役 1名となりました。 



以上の状況を総合的に勘案すると、当社が実質的な存続会社でないと認めることが適当と判断し、

当社株式は、本日から猶予期間に入ることとなりました。 

 

 

当社は「合併等による実質的存続性の喪失」に係る猶予期間に入りましたが、当社の株式の上場

は引続き維持され、当該一連の行為が行われた日の属する事業年度末から３ヵ年間の猶予期間内

（平成 26 年２月 25 日から平成 29 年３月 31 日）に株券上場審査基準に準じて名古屋証券取引所が

取扱いにおいて定める基準に当社が適合すると認められた場合には、猶予期間入りから解除され、

当社の上場が維持されることになります。従いまして猶予期間中であっても、株式の売買はこれま

でどおり可能であり、企業活動にも支障はございません。 

我が国経済は政権交代以降、国内景気において安定感や明るい兆しが見えつつあり、そのような

環境の中、当社といたしましても、国内市場におけるセールスプロデュース事業に大きな機会が訪

れていると考えております。このため、創業当時の IT コンテンツプロデュースや企業プロモーシ

ョン事業が中心であったプロデュース事業から、今後は、建設・不動産関連に加え製造販売業や各

種サービス業など事業内容や企業規模を限定せずに積極的に行って参ります。また、案件受注や成

功報酬といった従来のモデルに加えて、新しい事業や企業への業務資本提携など深く入り込んだ立

場でプロデュースを積極的に行い、新たな収益モデルへの展開を視野に入れ実現してまいります。 

当社グループは今後見込まれる新規上場に準じた審査を通過できるよう、新経営体制の下で万全

の準備を行ってまいる所存であります。株主の皆様、関係者各位におかれましては、何卒ご理解の

上、引続きご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

以上 


